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１ 本件は、行政庁に大きな裁量を与えるものであり、裁量権の濫用の排除、事

業者への予見可能性の確保や実務的な影響等を十分に議論する必要があり、

極めて慎重に検討すべき問題と考える。 

 

２ 課徴金の水準は現行の水準で不十分であるとする根拠はないため、現行水

準を維持すべきである。少なくとも増額する方向での裁量は認められるべき

ではない。 

 

３ 裁量により課徴金を減額する制度を検討するにあたっては、その前提とし

て以下の２点が必須であると考える。 

 

①適正手続の確保・防御権の保障がなされること。具体的には、弁護士依頼者

間秘匿特権、供述聴取における録音・録画、供述聴取における弁護士立合い

が認められるべきであり、これらがすべて認められてはじめて裁量性の導入

を検討するべき 

②裁量による減額（※裁量による増額は認めるべきではない）の手続・基準に

関する明確なガイドラインを策定すべき 

 

以上 


